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【① 職員の意識改革に必要な研修の実施】 

【② 新たな事務処理等に関する研修の継続的な実施及び研修効果を高める工夫】 

 財務会計事務に関するコンプライアンスの徹底に向けた課長級職員研修の実施  

先述した神戸市職員コンプライアンス共有理念の周知啓発を図るとともに、財務会計事務における

コンプライアンスの徹底を図り、新たな専決調達事務処理を含む財務会計事務や適正な予算執行管理

の意義、内容に関する意識啓発のため、全課長級職員を対象にした研修を平成 23 年 6 月中旬に実施

した。課長級職員だけでなく、係長級職員や担当職員など約750名が受講した。 

・６月17日（金）13:30～ 

・同月20日（月）13:30～ 

・同月21日（火） 9:30～       各２Ｈ程度 

・同月23日（木） 9:30～ 

・同月24日（金） 9:30～，13:30～ 

 （研修項目） 

  ○経理適正化に向けた取組み 
  ○神戸市職員コンプラアインス共有理念～コンプライアンスのさらなる確立を目指して～ 
  ○会計事務・・・会計事務と管理職の役割など 
  ○適正な予算執行管理について～予算の編成と執行～ 等 

 〈研修資料より抜粋〉 

  
8

現場でのチェック機能の不在
「誰も見ていないだろう」

という心理

「誰かに見られている」という『心理的規制』

現場でのチェックの存在 現場での「所属長」による実質的チェック

現場責任者たる「所属長」がチェックする『仕組み』を構築

神戸市での金銭にかかる不祥事の頻発 昨今の自治体をめぐる不祥事の頻発

書類をベースにした形式審査のみ

形式審査から実質審査への転換

専門部門による実地検査

一部の支出命令に係る所属長審査の実施

会計室による会計事務検査の実施

その原因は 会計室審査の現状は

再発防止のためには 再発防止のためには

そのため不可欠なのは そのため不可欠なのは

その手段として
具体策として

具体策として

その手段として

その手段として

保障 会計室による相談・研修

内部統制の要請からも

 

予算の執行

神戸市職員コンプライアンス共有理念
市民から託された税金の重みを深く認識し、法令に則した適正な手続

きに基づき経理事務を含む業務を遂行すること。

地方自治法第2条
事務を処理するに当たっては、住民の福祉の増進に努めるとともに、

最小の経費で最大の効果をあげるようにしなければならない。

地方財政法第4条
地方公共団体の経費は、その目的を達成するための必要且つ最少の限

度をこえて、これを支出してはならない。

地方公共団体の収入は、適実且つ厳正に、これを確保しなければなら

ない。  

 

（２）職 員 の 意 識 改 革 に 係 る 提 案  
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 経理事務のコンプライアンスの推進に向けた職場研修の実施  

全課長級職員研修を踏まえ、所属職員全員が新たな専決調達事務処理を含む再発防止策の意義を正

確に理解し、改めてコンプライアンスを踏まえた経理事務の適正な運用の徹底を図るため、課単位で

課長が主催する職場研修を７月上旬から９月上旬にかけて全所属において実施した。 

具体的な研修内容として、新たな専決調達事務処理を含む財務会計事務処理の意義に加え、神戸市

職員コンプライアンス共有理念の周知徹底を図るとともに、コンプライアンス基本チェックシートで

の自己点検の実施を促した。 

また、不適正な経理処理及び不祥事の事例検討、さらには、「風通しの良い組織風土づくり」と題す

るテーマでの職員間討議を通じて、コンプライアンス意識の向上を図った。 

・期  間：平成23年 7月 1日～9月 9日 

・実施職場：448所属 

・対 象 者：所属職員全員 

・講  師：課長級職員 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 階層別研修の実施  

毎年度、実施している階層別の研修にコンプライアンスについてのカリキュラムを盛り込み、提言及

び神戸市職員コンプライアンス共有理念の啓発を通じて法令遵守、倫理意識の徹底を図った。 

〔３級職員研修〕 

・日時：平成23年 6月 21日（火）16:00～16:40／受講者数：126名 

〔係長昇任時研修〕 

・日時：平成23年 9月 6日（火）15:00～15:30／受講者数：167名 

〔主任研修〕 

・日時：平成23年 10月 5日（水）16:00～16:30／受講者数：206名 
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 幹部職員向けのコンプライアンスの推進に向けた特別研修の実施  

主に課長級職員及び部長級の幹部職員を対象に、外部有識者を招き、民間企業でのコンプライアン

スや不祥事対策の取組事例などコンプライアンス推進に関する知識習得、意識啓発を目的とする研修

を実施している。 

〔第１回 民間企業から学ぶ幹部職員のコンプライアンス対応〕 

・日 時：平成23年 8月 29日（月）16:00～17:30 

・講 師：弁護士 山口利昭 氏（大阪弁護士会） 
・受講者：211名（課長級及び部長級職員他） 

・内 容：最近の民間企業におけるコンプライアンス違反事例、コンプライアンスリスクへの対処 

法、職場におけるリスク管理のためのポイントなどを講義 

 

   

〔第２回 コンプライアンス－公務員の視点から－〕＜開催予定＞ 

・日   時：平成23年 12月 9日（金）16:00～17:30 

・講   師：弁護士 渡邊一弘 氏（元札幌高等検察庁検事長） 

・受講予定者：課長級及び部長級職員 約 150名 

・内   容：公務員が心がけるべきコンプライアンス、企業や官庁等の不祥事に共通する特徴 他 

 

 コンプライアンス推進に係るグループ討論型研修（モデル実施） 

係長級職員及び担当職員を中心として対象職員を限定したうえで、民間企業でのコンプライアンス研 
修の経験が豊富な弁護士を外部講師として招き、コンプライアンスをテーマに、不適正な経理処理や情

報漏洩に関する具体的事例に基づく討論や討論内容にリンクした講義という方式による研修を実施した。 
「講義のみの研修と比較してコンプライアンスの理解・意識の向上という意味で有効」「単に受け身の研 
修ではなく、グループ討論で、自分の頭で主体的に考えることができ、また、他の職員の様々な意見を 
聞くことができるという意味で有意義だった。」「外部講師が研修を行うことにより客観的な視点からコ 
ンプライアンスについて考える契機となった。」等、受講者の感想は概ね好評であった。 
・平成23年 8月 24日（水）10：00～ 

・ 同上  8月 29日（月）10：00～ 

・ 同上  8月 29日（月）14：00～ 

・ 同上  8月 31日（水）14：00～ 

各２Ｈ 計 141名が受講 

研修風景 
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【③ 職員の責務の明確化、厳格化】 

違法な予算執行が生じた場合の地方自治法第243条の2第1項後段に基づく賠償責任を負う職員の 

指定に係る規則の制定等を検討している。 

 〈参考〉 

 〔地方自治法第243条の2（職員の賠償責任）〕 
  会計管理者若しくは会計管理者の事務を補助する職員、資金前渡を受けた職員、占有動産を保管している職員
又は物品を使用している職員が・・（中略）・・これによって生じた損害を賠償しなければならない。 

  次に掲げる行為をする権限を有する職員又はその権限に属する事務を直接補助する職員で普通地方公共団体
の規則で指定したものが故意又は重大な過失により法令の規定に違反して当該行為をしたこと又は怠ったこと
により普通地方公共団体に損害を与えたときも、また同様とする。 

 一 支出負担行為 
 二 第 232 条の 4 第 1 項の命令又は同条第 2 項の確認 
 三 支出又は支払 
 四 第 234 条の 2 第 1 項の監督又は検査 

グループ討論型研修実施風景 

 




